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 予    算 決    算 差    異科 目

23,792,949 26,902,205 △ 3,109,256

8,737,899 13,027,559 △ 4,289,660

2,605,050 2,680,479 △ 75,429

12,350,000 11,094,167  1,255,833

100,000 100,000  

114,859,530 △ 114,859,530

4,346,530 △ 4,346,530

238,000 △ 238,000

109,275,000 △ 109,275,000

500,000 △ 500,000

500,000 △ 500,000

483,905,000 548,304,462 △ 64,399,462

133,905,000 147,661,764 △ 13,756,764

1,422,967 △ 1,422,967

350,000,000 319,257,843  30,742,157

79,911,888 △ 79,911,888

50,000 △ 50,000

( 35,358,785 )
4,641,215

△ 90,535,000 △ 103,041,315  12,506,315

△ 90,535,000 △ 102,564,914  12,029,914

 △ 476,401  476,401

 552,380,056  799,664,454 △ 247,284,398

 2,771,091,056  3,124,758,631 △ 353,667,575

(注1）予備費  35,358,785 円の使用額は, 次のとおりである。
     人  件  費  支  出 ( 93,240 )
      教 員 人 件 費  支 出 93,240
     教育研究 経費 支出 ( 18,943,049 )
      消  耗  品  費  支 出 3,221,900
      新 聞 雑 誌 費  支 出 398,055
      旅 費 交 通 費  支 出 810,133
      修    繕    費  支 出 3,157,140
      通 信 運 搬 費  支 出 512,023
      印 刷 製 本 費  支 出 1,775,252
      賃    借    料  支 出 276,700
      報 酬･手 数 料  支 出 8,767,906
      雑          費  支 出 23,940
     管 理 経 費  支 出 ( 10,262,047 )
      消  耗  品  費  支 出 96,900
      印 刷 製 本 費  支 出 2,835,830
      広    告    費  支 出 7,317,023
      雑          費  支 出 12,294
     施 設 関 係  支 出 ( 976,500 )
      建          物  支 出 976,500

     設 備 関 係  支 出 ( 5,083,949 )
      教育研究用機器備品支出 3,764,899
      その他の機器備品 支 出 1,219,050

      教育研究用ｿﾌﾄｳｴｱ 支 出 100,000

(注2) 予算において研修費・会費支出として計上した大学・短期大学部教員研究費及び教職員研修費は,

　決算において形態分類による各支出科目に計上した｡

そ の 他 の 支 出

資 金 支 出 調 整 勘 定

仮 払 金 支 払 支 出

預 り 金 支 払 支 出

前 払 金 支 払 支 出

立 替 金 支 払 支 出

前 期 末 未 払 金 支 払 支 出

前 期 末 前 払 金

期 末 未 払 金

支 出 の 部 合 計

[ 予 備 費 ]

次 年 度 繰 越 支 払 資 金

退職給与引当特定資産への繰入支出

第 ３ 号 基 本 金 引 当 資 産 支 出

有 価 証 券 購 入 支 出

設 備 関 係 支 出

資 産 運 用 支 出

教 育 研 究 用 機 器 備 品 支 出

そ の 他 の 機 器 備 品 支 出

図 書 支 出

出 資 金 等 支 出

教育研究用ソフトウェア支出

減価償却引当特定資産への繰入支出
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注1. 重要な会計方針

(1) 引当金の計上基準

徴収不能引当金

退職給与引当金

(2) その他の重要な会計方針

有価証券の評価基準及び評価方法

2. 重要な会計方針の変更等

(1) リース取引に関する会計処理方法

(2) ソフトウエアに関する会計処理方法

　…「ソフトウェアに関する会計処理について（通知）」（20高私参第3号）の発出に伴い、当会計年度か

　ら当該通知によっている。なお、この変更による影響は軽微である。

3. 減価償却額の累計額の合計額

4. 徴収不能引当金の合計額

5. 担保に供されている資産の種類及び額

該当なし

6.

7. その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

有価証券の時価情報

　※時価の算定方法…取引金融機関から提示された価格によっている。

関連当事者との取引

関連当事者との取引の内容は，次のとおりである。

取引条件及び取引条件の決定方針等
   施設補修の委託については，提示された見積書が100万円以上300万円未満であった場合，他社より入手した見積額
 と比較の上，交渉により決定している。

機器・消耗品
等購入の

支払
2,838,429 --- ---卸売業 - -

機器・消耗
品等の
購入

役員及びその近親者

株式会社
キョー・エイ

2400万円が議決権の過半数を 石川県金沢市

所有している会社 問屋町3丁目10番地

取 引
金 額

勘定
科目

期末
残高役員の

兼任等
事実上の

関係

住 所
資本金
又は

出資金

事業の
内容又
は職業

議決権
の所有
割合

3億円が議決権の過半数を 石川県金沢市

所有している会社 神田1丁目13番1号

96,935,873 18,069,717 

時価が貸借対照表計上額を超えないもの 501,288,078 382,050,581 △ 119,237,497 

(1) 単位：円　

貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

---

3,751,806,717 円 

238,399 円 

翌会計年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額 2,205,789 円 

単位：円

取引の内容

建設業 - -
施設補修
工事の
委託

関係内容

施設補修
工事の
支払

20,219,850 ---

属 性
役員，
法人等
の名称

取引の内容
取 引
金 額

役員，
法人等
の名称

住 所
資本金
又は

出資金

事業の
内容又
は職業

役員及びその近親者

北川ヒューテック
株式会社

478,986,454

関係内容

勘定
科目

期末
残高役員の

兼任等
事実上の

関係

　…未収入金の徴収不能に備えるため、個別に見積もった徴収不能見込額を計上している。

　当該通知によっている。なお、この変更による影響はない。

　私学振興会よりの交付金相当額を控除した金額の100%を計上している｡

　…移動平均法による原価法である。

　…「リース取引に関する会計処理について（通知）」（20高私参第2号）の発出に伴い、当会計年度から

　…大学・短期大学部の教職員に係る退職給与引当金については，期末要支給額 426,213,508円を基に

　し，私立大学退職金財団に対する掛金の累計額と交付金の累計額との繰入調整額を加減した金額の

　100%を計上している｡

(2)

属 性
議決権
の所有
割合

　  高等学校以下の教職員に係る退職給与引当金については，期末要支給額 406,343,535円から石川県

時価が貸借対照表計上額を超えるもの 78,866,156

合　　計 580,154,234 △ 101,167,780 

単位：円
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